
広島県地域医療介護総合確保事業実施要綱 

 

（通則） 

第１条 広島県地域医療介護総合確保事業補助金を活用して行われる医療介護総合確保促進法に基

づく広島県計画に基づき実施する事業については、この要綱に定めるところによるものとする。 

 

（事業内容） 

第２条 この要綱に基づく事業は、次の事業とする。 

 

（ 略 ） 

 

（37）病床機能分化・連携促進基盤整備事業 

ア 目的 

この事業は、医療機関の病床機能の転換や事業縮小等に係る自主的な取組を支援すること

により、病床の機能の分化及び連携を推進することを目的とする。 

イ 事業の実施主体 

この事業の実施主体は、病院又は有床診療所とする。 

ウ 事業内容 

   （ア）回復期病床への転換に係る事業 

回復期以外の病棟（室）を地域包括ケア病棟入院料（地域包括ケア入院医療管理料を含

む。）又は回復期リハビリテーション病棟入院料を算定する病棟（室）へ転換(事業を実施

する施設において 10床以上の病床転換を伴うものに限る。）する際に必要となる施設・設

備整備に対する支援を行う。 

なお、この事業を実施する施設については、病床機能報告において、整備後に「回復期

病床」と報告することとする。 

   （イ）医療機関の事業縮小に係る事業 

      各圏域において過剰とされている病床を削減(事業を実施する施設において 10 床以上

の病床削減を伴うものに限る。）することに伴う次の取組に対する支援を行う。 

       a 不要となった病棟（室）等を他の用途へ変更（機能転換を除く）する際に必要な施

設整備 

       b 不要となった建物・医療機器の処分 

       c 職員の早期退職に要する経費 

   （ウ）複数医療機関間の連携による病床再編事業 

      複数医療機関間で合意した再編計画（計画全体で 10 床以上の病床削減を伴うものに限

る。）に基づき実施する次の取組に対する支援を行う 

a 病床再編に伴い必要となる施設・設備整備 

       b 地域の医療提供体制を維持するために必要となる施設整備 

       c 病床再編に伴い不要となった建物・医療機器の処分及び医療機器の移転（事業を 

        実施する施設において病床削減を伴うものに限る。） 

       d 開設者が異なる医療機関の再編時における現給保障に係る経費 

※病床機能分化・連携促進基盤整備事業 関係分のみ抜粋 
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   エ その他 

ウに掲げる事業を実施するに当たっては、その事業内容が、事業を実施する施設が所在す

る圏域の「地域医療構想調整会議」において、圏域の病床機能分化・連携の推進に即したも

のと確認されたものであることが必要である。 

 

（ 略 ） 

 

（雑則） 

第３条 この要綱に基づく事業の実施に必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成 27年１月８日から施行し、平成 26年 12月 17日から適用する。 

  附 則 

この要綱は、平成 27年７月３日から施行し、平成 27年度分の事業から適用する。 

  附 則 

この要綱は、平成 27年 10月６日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 28年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 28年７月 11日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 28年 11月９日から施行し、平成 28年７月 26日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成 29年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 29年７月７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 30年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 30年 12月７日から施行し、平成 30年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和元年７月 10日から施行し、平成 31年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和２年９月 24日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和３年３月 11日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和３年８月 17日から施行し、令和３年４月１日から適用する 

  附 則 

この要綱は、令和４年 10月４日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和５年３月 16日から施行し、令和５年３月 17日から適用する。 

附 則 



この要綱は、令和５年 11月 30日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月 15日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 




